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○山都町地区集会所施設整備事業補助金交付要綱 

平成１７年６月２７日 

教育委員会告示第４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地区集会所（以下「集会所」という。）の施設を整備す

る一定区域の集落に対してその整備に要する経費について補助金を交付する

ことに関し、山都町補助金等交付規則（平成１７年山都町規則第３５号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（補助金の交付） 

第２条 町は、集会所の施設整備を行う集落に対し、予算の範囲内において、

補助金を交付する。 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業種目、経費及び補助率は、次の表に掲

げるとおりとする。 

事業

種目 

経費 補助率 

建築 集会所の建築（増築、改築及び移転を含む。）

に要する経費（用地費を除く。）で１０万円

以上のものに限る。 

左に掲げる経費の３０％以

内 

設置 集会所の敷地内に設置する外構に要する経

費で１０万円以上のものに限る。 

左に揚げる経費の３０％以

内 

修繕 集会所の修繕に要する経費で５万円以上の

ものに限る。 

左に掲げる経費の３０％以

内 

内容

設備 

集会所の内容設備に要する経費で５万円以

上のものに限る。 

左に掲げる経費の４０％以

内 

災害

復旧 

集会所及び外構の災害復旧に要する経費で

１０万円以上のものに限る。 

左に掲げる経費の４０％以

内 

（補助金の限度額） 
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第４条 補助金の額が２００万円を超えるときは、２００万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 規則第３条第１項の申請書は、様式第１号によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 地区集会所施設整備費事業計画書（様式第２号） 

（２） その他町長が必要と認める書類 

３ 第１項の申請書の提出期限は、別に町長が定める日とし、その部数は１部

とする。 

（補助金の交付の条件） 

第６条 補助金の交付の条件は、規則第５条第１項第１号及び第２号に掲げる

もののほか、次に定めるとおりとする。 

（１） 補助金の使用に当たっては、当該補助金の交付の目的に反しないこ

と。 

（２） 補助施設については、適正な管理を行うこと。 

（決定の通知） 

第７条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定

通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（補助事業の変更等） 

第８条 規則第５条第１項第１号又は第２号の規定によって町長の承認又は指

示を受けようとする場合は、それぞれ次に掲げる文書を提出しなければなら

ないものとし、その様式は、当該各号に定めるところによるものとする。 

（１） 廃止（又は中止）承認申請書 様式第４号 

（２） 完了予定期日変更報告書 様式第５号 

２ 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は、次に定めるとおりと

し、当該変更に係る申請書の様式は、当該各号に定めるところによるものと

する。 

（１） 経費の配分の変更 補助金配分変更申請書（様式第６号） 

（２） 補助金の額に変更を生じない内容の変更 事業内容変更申請書（様
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式第７号） 

（３） 補助金の額に変更を生じる内容の変更 補助金変更交付申請書（様

式第８号） 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業の変

更等の決定通知は、補助金の額に変更を生じないときは事業変更承認通知書

（様式第９号）により、補助金の額に変更を生じるときは補助金変更交付決

定通知書（様式第１０号）により行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第８条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期間

は、交付決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日までとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１３条の実績報告書は、様式第１１号によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は、地区集会所施設整備費補助事業実績書とする。 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、当該事業完了の日の属する町の会計年

度の３月２０日とし、その提出部数は、１部とする。 

（補助金の額の確定通知） 

第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確

定通知書（様式第１２号）により行うものとする。 

（補助金の請求等） 

第１２条 規則第１６条第１項の請求書は、様式第１３号によるものとする。 

２ 補助金の交付を概算払又は前金払により受けようとするときは、前項の請

求書に支出計算内訳明細書を添付しなければならない。 

（証拠書類の保管期間） 

第１３条 規則第２４条に規定する別に定める期間は、５年とする。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、公示の日から施行し、平成１７年度の事業から適用する。 
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附 則(令和４年６月２４日告示第 号) 

この要綱は、告示の日から施行する。
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第８条関係） 

様式第１０号（第８条関係） 

様式第１１号（第１０条関係） 

様式第１２号（第１１条関係） 

様式第１３号（第１２条関係） 

 


